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1 長崎県水産業振興基本計画検討委員会委員名簿（敬称略）

◎会長　　〇副会長

区分 氏名 役職等

漁業
関係
団体

県内 髙
たか

平
ひら

真
しん

二
じ

長崎県漁業協同組合連合会　代表理事会長

県内 小
お
田
だ
　 諭

さとし 九州信用漁業協同組合連合会
長崎統括支店　常務理事兼管理部部長

県内 川
かわ

口
ぐち

泰
やす

司
し

長崎県漁業士連絡協議会　会長

県内 與
よ
賀
が
田
た
　　　祐

ゆう
長崎県漁協青壮年部連合会　会長

県内 荒
あら

木
き
直
なお

子
こ

長崎県漁協女性部連合会　会長

加工業
流通業
漁業者

県内 多
た
田
だ
聖
せい

一
いち

長崎魚市株式会社　代表取締役社長

県内 津
つ
田
だ
芳
よし

弥
や

株式会社津田水産　代表取締役

県内 髙
たか

崎
さき

一
かず

正
まさ

長崎蒲鉾水産加工業協同組合　代表理事組合長

県外 宮
みや

山
やま

竜
たつ

夫
お

中島水産株式会社　商品本部　鮮魚部　部長

県内 髙
たか

橋
はし

　 淳
じゅん 独立行政法人 日本貿易振興機構

長崎貿易情報センター　所長

県内 竹
たけ

下
した

敦
あつ

子
こ

株式会社 天洋丸

県内 築
つい

城
き
慎
しん

一
いち

古里漁組　所属

県内 市
いち

川
かわ

千
ち
恵
さと

株式会社 徳丸

学識
経験者

県内 ◎阪
さか

倉
くら

良
よし

孝
たか

長崎大学　水産学部　教授（学部長）

県内 前
まえ

田
だ
竜
りゅう

孝
こう

長崎県立大学　地域創造学部　准教授

県内 ◯玄
げん
　　　浩

こう
一
いち
郎
ろう 国立研究開発法人　水産研究・教育機構

水産技術研究所　所長

一般
公募

県内 三
み
宅
やけ

英
ひで

樹
き

公募委員

県内 後
ご
藤
とう

満
みつ

雄
お

公募委員

県内 後
ご
　藤

とう
　かおり 公募委員

計19名
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2 SDGs（持続可能な開発目標）について

　「SDGs（持続可能な開発目標）Sustainable Development Goals」は、2015年（平成
27年）９月の国連サミットで採択され、「誰一人取り残さない」持続可能な社会の実現を目
指し、17のゴールと169のターゲットで構成され、経済、社会、環境をめぐる広範な課題に
統合的に取り組むための国際社会全体の目標です。
　地方自治体にとっても、SDGs達成へ向けた取組は、人口減少、地域経済の縮小等の地
域が抱える課題の解決に資するものであり、多様なステークホルダーと連携のうえ、
SDGsを原動力とした地方創生を推進することが期待されています。
　SDGsの理念は、本計画の施策の方向性とも重なっており、本計画の施策を着実に進め
ていくことが、SDGsの推進につながるものと考えております。
　県民と共にSDGsの推進に取り組み、県としての役割や使命を果たすことで、SDGsの目
標達成に貢献していきます。

SDGsの17のゴール

〈SDGsの17のゴール〉　出典：公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）作成による仮訳をベースに外務省作成
● 目標 1	 あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる
● 目標 2	 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する
● 目標 3	 あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する
● 目標 4	 すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する
● 目標 5	 ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う
● 目標 6	 すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する
● 目標 7	 すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する
● 目標 8	 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇

用（ディーセント・ワーク）を促進する
● 目標 9	 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る
● 目標10	 各国内及び各国間の不平等を是正する
● 目標11	 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する
● 目標12	 持続可能な生産消費形態を確保する
● 目標13	 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる
● 目標14	 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する
● 目標15	 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の

劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する
● 目標16	 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆ

るレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する
● 目標17	 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する
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3 用語集

　以下の用語については、一般的な定義のほか、本計画の文脈に即して解説したものです。

（五十音順）

用語 説明文

あ行 赤潮 海水中のプランクトンが増殖・集積して、海水が変色する現象で、有害なものは、
魚介類に大きな被害を与えることがある。

赤潮防除剤 有害赤潮プランクトンの細胞を破壊し、又は吸着・凝集・沈降させ、減少・不活化さ
せる資材。

有明海再生加速化対策
交付金

有明海再生の加速化を図るため令和７年度に創設された交付金で、今後10年間
を加速化対策期間とし、漁場環境の改善や水産資源の確保等の取組を支援する
制度。

育成就労制度 人手不足分野において、３年間の就労を通じて特定技能１号水準の技能を有する
外国人材の育成と確保を目的とした制度。

磯焼け
藻場が大規模に消滅する現象。水産庁磯焼け対策ガイドラインでは、「浅海の岩
礁・転石域において、海藻の群落（藻場）が季節的消長や多少の経年変化の範囲
を超えて著しく衰退または消失して貧植生状態となる現象」としている。

入込客数 日常生活圏以外の場所へ旅行し、そこでの滞在が報酬を得ることを目的としない
者で、観光地点及び行祭事・イベントを訪れた者の数。

浮桟橋 海上に箱状の浮体を浮かべ、陸側と渡り橋等で連結した施設のこと。潮位の干満
に合わせて上下するため漁獲物等の荷下ろしが容易となる。

海業 所得機会の増大を図るため、漁村の人々がその居住する漁村を核として海や漁
村に関する地域資源を価値創造する取組。

オープンラボ
県内の水産加工業者が行う新製品の開発や既存品の改良を支援するため、小型
レトルト機や真空冷却カッター等の機器を備えた、総合水産試験場内にある開放
実験室。

沖合漁業 日本近海で、１日から数週間程度かけて行われる漁業で、まき網漁業や底びき網
漁業によるものが代表例。

推し魚
本県水産物の中から、産地ならではの魅力に優れ、産地でその魅力を最大限堪能
できる「その魚の食体験が旅の目的となる産地イチ推しの魚」として、産学官で構
成する『長崎県「推し魚」選定委員会』の審査を経て県が決定するもの。

か行 海況予測アプリ 漁業の効率的な操業において重要な潮流や水温、塩分等の情報を予測し、漁業
者が閲覧できるアプリ。

海底耕うん 海底を漁具によって耕すことで、海底に酸素を多く含む海水を供給し、水生生物
等の生息環境を改善する手法。

外套膜萎縮 貝殻の内側に密着している外套膜と呼ばれる膜状の組織が、感染症等によって
萎縮すること。

カキ礁

干潟等の浅海域に形成されるカキが密集した塊。漁場環境の改善（水質の浄化、
赤潮の減少、底質の改善、貧酸素水塊の軽減）が期待され、カキの浮遊幼生を効
率的に定着させるために着生器（鉄線やカキ殻）を設置して人工的に造成する方
法がある。

株式会社エヌ
県、（公財）長崎県農林水産業担い手育成基金、JAグループ長崎、人材派遣会社
の共同出資により設立された、「特定技能外国人材」の労力支援サービスを行う
会社。
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用語 説明文

か行 技能実習制度 国際貢献を目的に、開発途上国等の外国人を国内で一定期間（最長５年間）受け
入れ、実際の仕事を通じて技能の習得・移転を図る制度。

急潮
沿岸域に生じる突発的な速い流れのことで、台風や低気圧の通過後、そのほか
様々な要因で発生する。沿岸域に設置されている定置網や養殖網が被害を受け
ることがある。

漁獲努力量 漁獲のために行われる漁ろう作業の量のことで､漁船数や操業日数、漁具の数な
ど。

漁業士会

「漁業士」は、国の制度として昭和61年度に始まったもので、地域漁業の中核的推
進者となることが見込まれる者を「青年漁業士」、漁業技術、経営能力に優れ、漁
村青少年の指導に熱意を有する者を「指導漁業士」として県がそれぞれ認定して
おり、漁業士で構成する団体を漁業士会と呼ぶ。

漁業担い手確保協議会
地域の漁業者確保・育成のため各市町に設置され、ながさき漁業伝習所の支所
機能を有し、漁業就業に関してサポートを行う組織。構成員は指導する漁業者、漁
業士、漁協、市町、県水産業普及指導センター・水産課職員。

拠点漁港 漁船の停泊、出漁準備、水産物の陸揚や出荷など地域で中心的な役割を持つ漁
港。

クリーナーフィッシュ
魚体や養殖網に付く寄生虫やその卵、海藻やフジツボなどの付着生物を食べる
魚。養殖魚と一緒に飼育することで、養殖網管理の省力化や寄生虫症被害の発
生抑制等が期待できる。

経営計画 経営安定化や所得向上を目指す漁業者に対して、現在の経営状況の分析を行
い、水揚げ向上や経費削減等により経営改善や所得向上を図る計画。

系統団体 漁業協同組合を会員とし、漁協の事業や運営を支援・補完するために組織した団
体。

ゲノム選抜育種技術 ゲノム情報（その生物が持つ遺伝情報全体）をもとに、優れた性質をもった個体を
選抜する育種技術。

広域浜プラン
浜プランに取り組む広域な漁村地域が連携して、浜の機能再編や中核的担い手
の育成を推進するための具体的な取組を定めたプラン（国制度）で、正式名称は
浜の活力再生広域プラン。

高度衛生型荷捌き施設
水産物の陸揚げから出荷までの工程において、生物的・化学的・物理的な危害要
因を分析し特定した上で、それらを取り除くための設備や運用対策を講じた衛生
管理を徹底した施設。

五島〆
五島市内の漁業者で、五島〆の匠認定試験に合格した知識と技術を有する者が
行う魚の鮮度保持処理及びその技術。産学官が連携し、高鮮度保持技術の継承、
人材育成を図っている。　

さ行
三倍体マガキ

通常のマガキは母親と父親由来の染色体を１セットずつ持つ二倍体であるのに対
し、母親由来の染色体を１セット多く持つマガキ。成熟しにくい特性があり、成熟
期である夏場の成熟・産卵に伴う肉質低下が少なく、高水温に強く成長が良いと
言われている。

資源管理協定
漁業法に基づき、国・県が定める資源管理方針に即して、関係漁業者が魚種・漁業
種類毎に自主的に作成するもので、資源管理目標を設定し、目標達成のための自
主的な資源管理措置等について定めたもの。

資源管理方針 漁業法に基づき、国が定める資源管理基本方針に即して、県において資源管理を
行うための資源管理に関する基本的な事項等を定めたもの。

自動顕微鏡装置 自動で海水をくみ上げ、内蔵の顕微鏡で動画を撮影し、遠隔地でも撮影した動画
が確認できる装置。

参
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用語 説明文

さ行 種苗放流 魚介類の卵や稚魚は他魚の捕食などにより生残率が低いため、人の手で一定の
大きさまで飼育し、海域に放すことで資源を増やす取組。

食品開発支援センター 県工業技術センターに所属する部門で、食品加工に関する技術開発や新製品開
発を支援する組織。

シングルシードマガキ

通常のカキ養殖では、ホタテ貝殻に多数の稚貝を付着させて密集した状態で育
成するのに対し、シングルシードマガキは、特殊な基質に付着した稚貝を一つず
つ分離して育成する方式。殻の形が整いやすく、商品として高付加価値が期待で
きる。

人工魚礁 魚を蝟集・滞留させ、効率よく漁獲するために設置するコンクリートや鋼製の構造
物。

スマート化 スマート水産技術の活用等により、生産性の向上や業務の効率化、省力・省人化
等が図られること。

スマート水産技術 水産分野において、生産性の向上や業務の効率化に寄与するICT（情報通信技
術）等の先端技術。

スマート水産業
ICT（情報通信技術）を用いた海洋情報などのビッグデータの収集や、これらを活
用したシミュレーションモデルなどの活用で、生産活動の省力化や操業の効率化
などを図る取組。

正組合員 漁協の組合地区内に住所を有し、かつ、漁業を営み又は従事する日数が年間９０
～120日までの間で漁協が定款で定める日数を超える漁業者等。

全雄トラフグ 高級食材である白子を持つ雄のトラフグだけを生産する技術により作出したトラ
フグ。

早熟全雄 ゲノム選抜育種技術により、白子が特に大きく発達する性質をもった全雄トラフ
グ。

増殖場 水産資源の増大を図るため、水産生物の産卵の場、幼魚や稚魚の育成の場として
設置する自然石やコンクリートブロックなどの構造物。

た行 足し網 養殖生簀網の上部に網を継ぎ足し、網の丈を深くすることで赤潮からの逃げ場を
作る手法。

脱核 真珠養殖において、養殖中のストレス等の要因により真珠の芯となる核（貝殻で
作られた小球）が体外に排出されてしまうこと。

地域浜プラン
漁村地域の再生を図るため、浜ごとの特性や資源状況等を踏まえ、漁業者自らが
漁業収入の向上とコスト削減を図り漁業所得の向上を目指して定めたプラン（国
制度）で、正式名称は浜の活力再生プラン。

低魚粉飼料
魚粉の割合の低い配合飼料。魚類養殖は、支出に占める餌代の割合が大きく、餌
の主原料である魚粉は輸入に依存し、高騰していることから、低魚粉飼料の開発
が必要となっている。

出前水試
研究成果の現場展開や水産研究に対する現場ニーズの把握を目的として、総合
水産試験場の研究員が県内各地に出向いて漁業者等への情報発信や意見交換
を行う仕組み。

テレメータシステム
養殖漁場の水質を観測するために、養殖生簀等に水温、塩分、クロロフィル、溶存
酸素等のセンサーを設置し、自動測定したデータをリアルタイムにインターネッ
ト経由で公表する仕組み。

特定水産資源 国がTAC管理の対象とする水産資源（魚種）のこと。

ドローン 無人で遠隔操作や自動操縦が可能な飛行機器。
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用語 説明文

な行 ながさきBLUEエコノ
ミー

長崎大学がプロジェクトリーダーとなり、大学、生産者、企業、自治体、地域の人々
が力を合わせ、海洋資源の持続的利用や新しい技術開発を進め、養殖・観光・環境
保全などを通じて、豊かな海と地域経済を育てる取組。

ながさき漁業伝習所
県、市町、漁業系統団体、業界団体等が主体となって運営する漁業就業に関する
相談窓口（事務局：県水産部水産経営課）。情報の収集・発信、就業相談のほか、技
術・知識習得から定着促進・離職防止までを総合的にサポートする。

長崎俵物

鎖国時代、海外へ開かれた唯一の窓口であった長崎港から俵に詰めて海外に向
け出荷された海産物は「長崎俵物」と呼ばれ、品質の高さから好評を博した。その
歴史にちなみ、平成11年から、厳格な品質基準をクリアした県産水産加工品を現
代の「長崎俵物」として認定している。

南方系ホンダワラ類
本来は熱帯や亜熱帯水域を中心に分布するホンダワラ類。近年は本県の外洋に
面した沿岸でもホンダワラ類のキレバモク、マジリモクなどの分布が確認されて
いる。

粘質状浮遊物 主に植物プランクトンが分泌する粘質物質に、ごみ等が付着・凝集したもの。養殖
魚のへい死要因となる場合がある。

は行 排他的経済水域 沿岸から200海里（約370km）までの範囲で、沿岸国に鉱物資源や水産資源の
開発といった経済的な権利が及ぶ海域。

ハイブリッドサバ マサバとゴマサバをかけ合わせて作ったサバで、高水温や病気に強い可能性を
有している。

バリューチェーン 生産から流通、加工、消費に至る各段階で連携することで生み出す価値の連鎖。　

春藻場 ホンダワラ類で代表される春から初夏にのみ群落を形成する藻場のこと。

ヒスタミン
人の体内でアレルギー反応に似た症状を引き起こす物質。赤身魚に多く含まれる

「ヒスチジン」というアミノ酸が、ヒスタミン産生菌と呼ばれる細菌の作用で変化
して生成する。

貧酸素水塊 魚介類の生存に適さないほど溶存酸素濃度が低くなった水の塊。夏季に、閉鎖的
な浅い内湾の底層付近で発生しやすい傾向がある。

フィレ 魚を三枚おろしにし、中骨を完全に除去した片身で、水産加工業（業務用）や輸出
で広く使われる。

尾叉長 魚の大きさを表す方法の一つで、魚の上あごの先端から尾びれの二叉のくぼみ
までの長さのこと。

ブルーカーボンクレジッ
ト制度

再生・拡大した藻場による二酸化炭素吸収量を取引できる価値として認証（クレ
ジット化）し、CO2排出量の削減に貢献する制度。

平均漁業所得額 浜の活力再生プランに基づき報告されたデータを活用し、漁業収入から漁業支
出を引いて算出した漁業所得の総計を漁業経営体数で除した値。

母貝団地 貝類の増殖を図るために特定の海域に人工的に造成する、受精卵を供給する親
貝の育成場のこと。

ま行 マーケットイン 消費者や顧客の要求、困りごとを突き止め、それらに応える商品やサービスを提
供しようとする考え方。

マウンド礁 栄養豊富な海底近くの海水を海面近くまで上昇させることにより、プランクトン
を増やし、それを餌とする魚類の資源増殖を図るために設置する構造物。

水揚げ情報データベー
ス

漁協等の販売システムを改修し、漁業者の水揚げ情報を収集し、そのデータを保
管・管理するとともに、参照したいデータを抽出できるシステム。

モノ消費、コト消費、ト
キ消費

消費行動の概念で、近年、消費者のニーズは、モノを購入する「モノ消費」から、体
験やサービスを消費する「コト消費」や感動を他の参加者と共有する「トキ消費」
へと移行していると言われている。

参
考
資
料
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用語 説明文

や行 予防保全 施設が老朽化によって本来の機能に支障が生じる前に予防的な対策を講じるこ
と。

ら行 ロイン フィレをさらに背側と腹側に分けた身で、水産加工業（業務用）や輸出で広く使わ
れる。

わ行
ワンフローズン

魚を一度だけ冷凍する加工方法。原料魚を冷凍し、解凍後に加工して再び冷凍す
るツーフローズン（二度冷凍）に比べ品質保持に優れ、高級品や輸出向けで重視
される。

アルファ
ベット AI 人工知能（Artificial Intelligence）のこと。コンピューターを使って、学習・推理・

判断など人間の知能の働きを人工的に実現したもの。

ALPS処理水 東京電力福島第一原子力発電所の建屋内にある放射性物質を含む水について、
トリチウム以外の放射性物質を、安全基準を満たすまで浄化した水のこと。

CO2固定 海藻等が光合成等により大気や海水中から二酸化炭素として吸収する炭素が、
海底堆積物などの形で長期間保存されること。

DNA標識 標識装着が困難な生物（ナマコやカニなど）の放流効果を調査する際、特定の
DNA配列を調べ比較することで、放流個体か否かを判定する標識。

DX
Digital Transformationの略称。ある組織が、クラウド、モビリティ、ビッグデー
タ、データ分析等の技術を利用して新たな製品やサービスを生み出すことで新
たな価値を創出し、競争上の優位性を確立すること。

ICT 情報通信技術（Information and Communication Technology）のこと。

IoT Internet of Thingsの略称。「モノのインターネット」と呼ばれ、あらゆるモノがイ
ンターネットにつながり、情報のやり取りをすること。

MSY 最大持続生産量（Maximum Sustainable Yield）の略で、現在の環境下におい
て、持続的に採捕可能な最大の漁獲量。

SDGs
2015年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェ
ンダ」に記載された2030年までの17分野の国際目標。「誰一人取り残さない」と
いう理念のもと、持続可能な社会の実現を目指している。

SNS Social Networking Serviceの略称で、登録した利用者同士が交流できるイン
ターネット上の会員制サービス。

TAC管理 漁獲可能量（Total Allowable Catch）の略で、水産資源の持続的な利用のた
め、魚種ごとに年間の漁獲量の上限を設定して漁獲を管理すること。

TAC管理対象魚種 国がTAC管理の対象とする水産資源（魚種）のこと。

UIJターン
卒業、退職、転職等を機会に、地方出身者が大都市等から故郷（Ｕターン）や、出身
地以外の地方（Ｊターン）へ、また大都市出身者が地方（Ｉターン）へ住居を移す動
き。
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